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第１ 請求の受付 

 

１ 請求人 

世田谷区 Ａ 

世田谷区 Ｂ 

世田谷区 Ｃ 

世田谷区 Ｄ 

世田谷区 Ｅ 

世田谷区 Ｆ 

世田谷区 Ｇ 

世田谷区 Ｈ 

世田谷区 Ｉ 

世田谷区 Ｊ 

 

２ 請求書の提出 

令和３年５月６日 

 

３ 請求の内容 

請求人が提出した「世田谷区職員措置請求書」（別紙）による請求の要旨及

び措置請求は次のとおりである。 

 

（１）請求の要旨 

世田谷区長は、総事業費約３９０億円をかけて世田谷区役所・区民会館の

新築及び改修工事を行おうとしている。 

当該新庁舎等整備計画並びにその関連する予算は、地方公共団体は最少の

経費で最大の効果を挙げるようにしなければならないと定める地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第２条第１４項に違反し、かつ、地方公共団体

の経費は、その目的を達成するために必要かつ最少の限度をこえて支出して

はならないと定める地方財政法（昭和２３年法律第１０９号）第４条第１項

に違反している。 

   また計画内容は、考慮すべきことを考慮せず、考慮すべきでないことを考

慮しており行政裁量の逸脱・濫用であり違法である。 

   かかる違法な計画及びその関連する予算に基づく工事契約等の執行は違法

である。 

以下に世田谷区本庁舎等整備事業の項目別に詳述する。 

 

① 敷地中央の区道を廃止しないために費用が過大となり不要な公金支出等

を招いている。（以下、本項の内容を「請求理由要旨①」という。） 

多くのメリットが生じるのに敷地中央の特別区道（以下「区道」とい

う。）を廃止しないことは、不当な財産管理であり、以下の損害も発生す

る。 

ア 各階の階高が低くなり、庁舎全体の環境を著しく悪化させる。 

イ 本来必要でない西側に隣接する現在の分庁舎（ノバビル）の敷地（以
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下「ノバビル敷地」という。）を借地するため、年２，０００万円の不

必要な公金支出が発生する。 

ウ 道路による敷地分断により電気室等が東棟と西棟で重複し、工事費・

維持費等不必要な公金支出が発生する。 

エ 当該道路は地区防災施設としての機能を有しておらず、今後の利用方

法（歩行者・自転車専用道路、災害時の関連車両の駐車場）からも、道

路としておく合理的理由がなく不当な財産管理といえる。 

 

② 非常用エレベーターの附室（乗降ロビー）の建築基準法違反及びユニバ

ーサルデザインの観点からの不当性について（以下、本項の内容を「請求

理由要旨②」という。） 

ア 西棟非常用エレベーターの乗降ロビーは、建築基準法施行令（昭和２

５年政令第３３８号）第１２９条の１３の３第３項第４号の基準を満た

さず違法である。 

イ 防火シャッターは故障により作動しないことも考えられ、消防隊員や

避難者（特に障害者など歩行困難者）の生命と身体に危険が及ぶ恐れが

ある。 

ウ 西棟３階から５階までの非常用エレベーター乗降口床面の視覚障害者

用誘導ブロックの敷設仕様は、以下の点で違法又は不当である。 

（ア）火災時に防火区画用のシャッター降下により動線が遮断される。 

（イ）世田谷区ユニバーサルデザイン推進条例（平成１９年３月世田谷

区条例第２７号）第８条に規定する世田谷区ユニバーサルデザイン

環境整備審議会に諮っておらず、手続きに重大な瑕疵があり不当で

ある。 

エ 耐火構造の壁に代えてのシャッター使用により、一般的な軽量鉄骨下

地ボード張りの耐火構造の壁に比べ、壁面積あたり約５倍のコスト負担

が生じる。 

 

③ 新庁舎等整備計画を全館免震構造とすることについて（以下、本項の内

容を「請求理由要旨③」という。） 

工事費が節約できた可能性があるにも関わらず、造り方次第で「巨大な

凶器」となる恐れの有る全館免震構造の採用及び免震構造建物と耐震構造

建物の接続等により、来庁者・職員等の生命と身体の安全に支障のある計

画を検討不十分なまま進めていることは、以下の点で不当である。 

ア 「必要かつ最小の限度をこえてこれを支出してはならない」と定める

地方財政法に鑑みても妥当性を欠く。 

イ エキスパンションジョイント（以下、「ＥＸＰ．Ｊ」という。）の使

用位置や意匠について、利用者の安全よりも道路や広場との一体感を優

先している。 

ウ 西棟リングテラス支柱脚元のＥＸＰ．Ｊは特殊な形であるため、利用

者の安全が保障されない。 

エ 地震発生後、段差が生じる等したＥＸＰ．Ｊの再整備に多額の経費が

発生し、極めて大きな公金の支出を余儀なくされることが想定される。 
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④ 区庁舎としての使いやすさ・快適性・安全性などの性能を有していない

設計について（以下、本項の内容を「請求理由要旨④」という。） 

庁舎としての機能において以下のとおり著しく劣る設計内容となってお

り、年間維持管理経費が掛かるうえ、早期の改修費用や風害の補償費・風

害対策改修費が発生する。 

ア 窓口ロビーの分散等により、ベビーカーや車椅子の利用に支障がある

など、レイアウトに不備がある。 

イ 敷地中央の区道の廃止をしないため階高設定に問題がある。 

ウ 世田谷保健所からの機械排気が来庁者用駐輪場に放出する設計であり

問題である。 

エ 高層の建物にぶつかった風が通り抜ける「風道」が有り、庁舎利用者

や西側近隣住宅への風害による事故が発生する危険がある。 

 

⑤ 地域自治・地方分権の趣旨に反する過大な本庁舎の規模について（以下、

本項の内容を「請求理由要旨⑤」という。） 

規模の適正化を行わなかったことは、以下の点から不当である。 

ア 建物の容積率が建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）に規定する

規制値ギリギリであり、模範となるべき行政機関としては重大な問題で

ある。 

イ 大規模な本庁舎を建設しようとしていることは、時代の流れにも逆行

する不当な行為である。 

ウ 世田谷総合支所を安易に本庁舎内に置くことにするとの判断は不当で

ある。 

エ 世田谷保健所の本庁舎内設置により環境の悪化を招き、さらに旧保健

センターの土地の売却は区の貴重な財産を減少させ不当である。 

オ 周辺住民に建物による圧迫感を感じさせると共に、特に西側住民に対

しては日照が大幅に減少することとなるなど生活環境の悪化をもたらす。 

 

   ⑥ 不要な「世田谷リング」について（主にユニバーサルデザインの観点か

ら）（以下、本項の内容を「請求理由要旨⑥」という。） 

以下の点から工事請負契約締結は違法又は不当である。 

ア 全ての区民がメリットを享受できないリングテラスは、世田谷区本庁

舎等整備基本構想に掲げられた「すべての人に分かりやすく、利用しや

すい、人にやさしい庁舎」という基本方針３に違反するばかりでなく、

世田谷区ユニバーサルデザイン環境整備審議会の意見を反映させていな

いなど、世田谷区ユニバーサルデザイン推進条例に抵触する。 

イ リングテラス下は雨に濡れない場所としているが、幅から検証して、

雨除けの役に立たない。また、リングテラスが作る陰によって１階の区

民交流スペースは陽当たりが悪い。 

ウ リングテラスとＥＸＰ．Ｊとの関係について、充分な検討がされてい

ない。 

エ 西棟２階設置の区民交流室は、安全、ユニバーサルデザインに対する
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配慮が不足している。 

オ 道路の上へのリングテラスの設置により、２階以上の天井高が低くな

り、庁舎全体の執務環境の悪化が生じる。 

カ 「リング会議」は設計事務所が参加者に１回１万円の報酬を支払って

主催したものであり、客観的な立場から問題点を指摘する会議となって

いない。 

 

⑦ 世田谷区が提唱している「みどり３３」施策との不整合について（以下、

本項の内容を「請求理由要旨⑦」という。） 

以下の点から「世田谷みどり３３」施策との不整合があり、工事請負契

約締結は不当である。 

ア みどり率がかろうじて３３％を１％上回る情けない計画であり、不当

に低い計画であることから、世田谷みどり３３計画を積極的に推進する

べき主体である区の責務を十分に果たしていない。 

イ 屋上緑化の多用により設置後の維持管理費など区財政への大きな負担

が生じる。 

ウ 既存の欅（けやき。以下「ケヤキ」と表記する。）伐採による区民の

貴重なみどりの財産の毀損が生じる。 

 

⑧ 景観法及び風景づくり条例違反について（以下、本項の内容を「請求理

由要旨⑧」という。） 

以下の点から、景観法（平成１６年法律第１１０号）及び世田谷区風

景づくり条例（平成１１年３月世田谷区条例第３号）に違反しており違

法又は不当である。 

ア 公共建築物である区役所庁舎は景観の模範となるべきだが、４５ｍ１

０階建ての議会棟建物は既存の風景を大きく変更するものであり、その

役割を果たしておらず、周辺の建築物群のスカイラインと調和している

ものと言えない。 

イ 景観法第８条第１項に基づく「風景づくり計画」で同法第８条第４項

第２号に基づく風景づくりの方針・基準を定めており、世田谷区風景づ

くり条例第２５条第１項に定める「規制又は措置の基準」としての同計

画第４章の規定に違反している。 

ウ 公共施設として風景づくりの先導的役割を果たしておらず、世田谷区

風景づくり条例第８条第２項及び風景づくり計画第８章の基準に違反し

ている。 

エ 貴重な文化的歴史的資産の前川國男建築のほとんどが消失し、地域の

風景に配慮した風景づくりを積極的に進めるものとなっていない。 

オ 景観法の基本理念に違反しており、同法第５条に規定する事業者とし

ての責務違反にも該当する。 

カ 景観法及び世田谷区風景づくり条例に違反し不当な建築物を建築する

契約の締結は、地方自治法第２４２条の「違法若しくは不当な公金の支

出、財産の取得、管理若しくは処分、契約の締結」に該当し、本来望ま

しい建築物の建設に充てるべき予算が違法な建築物への無駄な予算執行、
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区税の違法な使用となり、区民の財産への不当な侵害行為であるととも

に、区に対して財産的損失を与え又は与える恐れのある違法若しくは不

当な財務会計上の行為と言える。 

キ 周辺の景観及び生活環境を大きく変化させることで周辺住民及び本庁

舎を訪問する区民の景観に対する意識を低下させ、景観の向上への努力

を失わせ、世田谷区としての景観、風景のレベルの低下を招く恐れがあ

る。 

 

⑨ 世田谷区の有する貴重な文化財の解体について（以下、本項の内容を

「請求理由要旨⑨」という。） 

ア 世田谷区の有する貴重な文化財の解体であり、以下のとおり不当であ

る。 

（ア）前川建築の「空間特質の継承」はなされないままの計画となったこ

とは世田谷区本庁舎等整備基本構想の内容に反し、不当である。 

（イ）歴史的、文化的な価値を有する建築物に対する無理解により、貴重

な文化的遺産を破壊するものであり、公的な機関として無責任な不当

な行為である。 

（ウ）前川建築を観光資源として活用し、建築の魅力や地域の振興に役立

てようとする活動にも参加することなく文化的歴史的意義を有する貴

重な庁舎の解体を進めていることは、地域連携や経済振興による地域

活性化の推進を責務とする区の責任放棄でもあり不当である。 

イ 以上のことにより、以下の損害が発生する。 

（ア）文化遺産の破壊により世田谷区の貴重な資産を失わせる。 

（イ）前川國男設計による貴重な建築を核とする地域景観が喪失する。 

（ウ）観光資源として活用機会の喪失、地域活性化の機会が喪失する。 

（エ）半世紀以上におよぶ区民の原風景・地域の記憶が喪失する。 

 

⑩ 世田谷区本庁舎等整備基本設計業務委託公募型プロポーザルにおける設

計者選定プロセスの瑕疵について（以下、本項の内容を「請求理由要旨⑩」

という。） 

ア 世田谷区本庁舎等整備基本設計業務委託公募型プロポーザルにおける

設計者選定プロセスに以下のとおり瑕疵があり、不当である。 

（ア）プロポーザル要項の作成及び審査委員の選定過程が不透明かつ区民

への説明が全くないままに行われ、行政の透明性という観点から著し

く不当である。 

（イ）プロポーザルの審査委員は、正しく評価することができる委員が参

加しておらず、審査結果は無効である。 

（ウ）専門外の審査委員がいる状況では、各項目の合計点ではなく本来は

公開プレゼンテーションとヒアリングが終了した後に採点する「総合

評価」で評価をすべきであるにもかかわらず実施しておらず、合理性

に欠ける不当な評価方法である。 

イ 不合理・不適切なプロセスによって選定された設計者による基本設計

に基づいて決定された実施設計による建築工事請負契約締結は、不当な
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内容の建築物を建設することにつながり、余計な公費をかけ安全性・快

適性・利便性を欠いた建物は利用者及び区の職員に不利益を与える。 

 

⑪ 世田谷区本庁舎等整備に関する「調査・設計費」の増額変更の根拠が曖

昧であることについて（以下、本項の内容を「請求理由要旨⑪」という。） 

調査・設計費の２億円の増額や工期の大幅な延長は設計行為の瑕疵であ

り区は損害賠償を求めるべきにも関わらず増額費用を支出することは不当

である。 

 

 （２）措置請求 

新庁舎整備計画及びその関連する予算に基づく一切の公金の支出・契約の

締結、債務その他の義務を負担しないこと。特に、区民会館、第一庁舎の建

物解体に関する一切の契約を行わないこと。 

以下に世田谷区本庁舎等整備事業の項目別に詳述する。 

 

① 敷地中央の区道を廃止しないために費用が過大となり不要な公金支出等

を招いている。 

ア 不要で過大な支出を強いることとなる新庁舎整備事業に関する大成建

設株式会社東京支店（以下「大成建設（株）」という。）との工事請負

契約締結を延期すること、すでに締結している場合は解除すること。 

イ 庁舎の執務環境、近隣への日影・圧迫感など周辺居住環境を悪化させ

る要因となり、不要な増加費用をもたらすこととなる敷地中央の区道の

廃止手続を開始すること。 

 

   ② 非常用エレベーターの附室（乗降ロビー）の建築基準法違反及びユニバ

ーサルデザインの観点からの不当性について 

    ア 特定行政庁の本庁舎として、違法あるいは違法と疑われるような庁舎

計画は行わないこと。（世田谷区内の一般的な１０，０００㎡以下の建

物の建築審査は、世田谷区が行わなければならないことを考慮すれば、

本庁舎が違法性を疑われる様な計画であることは到底看過できない。） 

    イ 区民・職員・議員等が安全かつ安心して使える庁舎とするために、建

築専門家の委員会を作り、当該計画の内容を検証すること。 

    ウ 新庁舎整備事業に関する大成建設（株）との工事請負契約締結を延期

すること、すでに締結している場合は解除すること。 

 

   ③ 新庁舎等整備計画を全館免震構造とすることについて 

ア 不要かつ危険性の高い全館免震構造を内容とする大成建設（株）との

工事契約を延期すること、すでに締結している場合は解除すること。 

    イ 免震構造と耐震構造の併用を行わないこととし、区民会館と第一庁舎

は耐震補強改修とし、西棟は中間階免震など区民・職員等に安全な構造

形式とし、危険な場所での免震ＥＸＰ．Ｊの使用を最小限とするよう実

施設計を変更すること。 
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   ④ 区庁舎としての使いやすさ・快適性・安全性などの性能を有していない

設計について 

ア 瑕疵のある新庁舎等整備工事の大成建設（株）との工事請負契約を延

期すること、すでに締結している場合は解除すること。 

    イ 新庁舎等整備計画が多くの瑕疵を持ったものであることから、建築専

門家の検証委員会を設置し、現計画の徹底した見直しを行うこと。 

 

   ⑤ 地域自治・地方分権の趣旨に反する過大な本庁舎の規模について 

ア 過大な庁舎である新庁舎等整備事業の大成建設（株）との本件工事請

負契約を延期すること、すでに締結している場合は解除すること。 

    イ 世田谷保健所を旧保健センターへ移し、世田谷総合支所を三軒茶屋を

候補として交通至便地域へ移設することにより、本庁舎の床面積を削減

するよう実施設計を見直すこと。 

 

⑥ 不要な「世田谷リング」について（主にユニバーサルデザインの観点か

ら） 

ア 新庁舎等整備事業の大成建設（株）との本件工事請負契約を延期する

こと、すでに締結している場合は解除すること。 

イ ユニバーサルデザインに反する「リングテラス」を取り止め、屋内を

行き来できる全天候型の地上の棟間連絡通路を設置し、及び不便かつ窓

口スペースの狭隘化につながる「区民交流室」は廃止するよう、設計の

見直しを行うこと。 

 

⑦ 世田谷区が提唱している「みどり３３」施策との不整合について 

ア 世田谷区と大成建設（株）の本件工事請負契約の締結を延期すること、

すでに締結している場合は解除すること。 

 イ 実施計画を見直して緑化面積を４０％以上設けられる実施設計とする

こと。 

 

⑧ 景観法及び風景づくり条例違反について 

ア 世田谷区と大成建設（株）の本件工事請負契約を延期すること、すで

に締結している場合は解除すること。 

 イ 新庁舎等整備事業に係る実施設計を見直して景観法及び世田谷区風景

づくり条例に適合する実施設計とすること。 

 

⑨ 世田谷区の有する貴重な文化財の解体について 

ア 世田谷区と大成建設（株）の本件工事請負契約を延期すること、すで

に締結している場合は解除すること。 

 イ 前川國男建築の「空間特質の継承」がどのようになされているかを中

立的立場で検証できる委員会を設置する。 

 ウ 現庁舎を解体したことで、将来的に区民に対する有形・無形の不利益

が生じた時のためにその責任者を明らかにし、責任の取り方を明示する。 
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⑩ 世田谷区本庁舎等整備基本設計業務委託公募型プロポーザルにおける設

計者選定プロセスの瑕疵について 

ア 世田谷区と大成建設（株）の本件工事請負契約当該契約を延期するこ

と、すでに締結している場合は解除すること。 

 イ 区内の建築専門家による委員会を設置し、設計内容の検証を行い実施

設計を見直すこと。 

 

⑪ 世田谷区本庁舎等整備に関する「調査・設計費」の増額変更の根拠が曖

昧であることについて 

ア 工期延伸についての根拠を第三者専門家委員会を設置し検証すること。 

    イ 調査・設計費の変更額について、内訳・積算根拠を第三者専門家委員

会を設置し検証すること。 

    ウ 工期延伸により発注支援をするコンストラクションマネージメント会

社の契約金額に増額があったのかを明らかにし、その妥当性について検

証すること。 

 

（３）事実証明書 

【証１－１】道路を廃止した場合の断面イメージ図（西棟）等 

    【証１－２】敷地中央区道の必要性について区が主張する３つの理由の矛 

 盾 

    【証１－３】「災害時の庁舎利用」図面等 

    【証１－４】「『世田谷区本庁舎等整備実施設計概要』に追記」図面等 

【証１－５】「東棟・西棟で重複する電気室/機械室等について」図面 

【証１－６】中央道路の廃道について 

【証２－１】非常用エレベーターの附室（乗降ロビー）について 

【証２－２】「西棟３階非常用ＥＶホール（乗降ロビー）周り（４～５階

もほぼ同じプラン）」図面等、新本庁舎非常用エレベーター

乗降ロビー（附室）の法的合理性について 

【証３－１】免震構造について 

【証３－２－１】中埜良昭教授意見書 

【証３－２－２】室内のＥＸＰ.Ｊの例 

【証３－３】被災後のエキスパンションジョイントについて 

【証３－４】「実施設計図・ＥＸＰ.Ｊ １階キープランに加筆」図面等 

【証４－１】庁舎設計の瑕疵１ 

【証４－２】庁舎設計の瑕疵２ 

【証４－３】庁舎設計の瑕疵３ 

【証４－４】庁舎設計の瑕疵４ 

【証４－５】風害について 

【証５－１】本庁舎の規模１ 

【証５－２】本庁舎の規模２ 

【証６－１】リングテラスの問題点１ 

【証６－２】リングテラスの問題点２ 

【証６－３】リングテラスの問題点３ 
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【証６－４】世田谷リング会議の経緯 

【証８－１】「新庁舎の完成イメージ」画像等 

【証８－２】「東側けやき広場から」画像等 

【証９－１－１】世田谷区民会館および第一庁舎の保存活用に関する要望 

      書 

【証９－１－２】世田谷区民会館および第一庁舎の保存活用に関する要望 

      書（２ページ目） 

【証９－１－３】世田谷区民会館および第一庁舎の保存活用に関する要望 

      書（３ページ目） 

【証９－２－１】世田谷区第一庁舎区民会館 再生活用に関する要望書 

【証９－２－２】世田谷区第一庁舎区民会館 再生活用に関する要望書 

        （２ページ目） 

【証９－３－１】「建設工業新聞記事（２０１７年２月３日）」 

【証９－３－２】「日本経済新聞記事（２０１７年２月２５日）」等 

【証９－４－１】近代建築ツーリズムネットワークの設立と課題 

【証９－４－２】近代建築ツーリズムネットワークの設立と課題（２ペー

ジ目） 

【証１０－１】本庁舎設計者選定と設計内容の検証 

【証１０－２】本庁舎設計内容の検証 

【証１１－１】地方分権・本庁舎整備対策等特別委員会（令和元年９月４ 

日開催） 

世田谷区民会館・区庁舎の建築と広場 保存再生に向けた活動の記録 

 

４ 請求の要件審査 

本件「世田谷区職員措置請求書」については、地方自治法第２４２条所定の

要件を具備しているものと認め、令和３年５月６日付けでこれを受理した。 

 

 

第２ 監査の実施 

 

１ 監査対象事項 

本件請求については、「世田谷区職員措置請求書」及び「事実証明書」から、

監査対象事項は次のとおりとした。 

「監査対象事項①」 

・新庁舎建設と区民会館改修の建築及び設備関係工事を一体工事とする契

約の締結が、違法又は不当な公金の支出若しくは契約の締結・履行にあ

たるかどうか。 

また、請求人から、陳述において、上記に加えて次の２項目が監査対象の財

務会計上の行為であるとの説明があったことから、このことについても併せて

検討した。 

「監査対象事項②」 

・敷地中央の区道を廃止しないことが、違法又は不当な財産の管理にあた

るかどうか。 



10 

 

「監査対象事項③」 

・ノバビル敷地の土地賃貸借契約の締結が、違法又は不当な公金の支出若

しくは契約の締結・履行にあたるかどうか。 

 

２ 請求人の証拠の提出及び陳述 

（１）地方自治法第２４２条第７項に基づく陳述について、令和３年６月４日に

実施した。なお、請求人からは次の資料が提出された。 

 ① 新庁舎等整備事業に関する世田谷区職員措置請求書（補完） 

（令和３年６月３日提出） 

   ② 新庁舎等整備事業に関する世田谷区職員措置請求書（補完２） 

（令和３年６月１１日提出） 

 

（２）陳述及び提出資料において補充的に主張された要旨は次のとおりである。 

  ① 「請求理由要旨①」関係（以下、本項の内容を「補充理由要旨①」とい

う。） 

     ア ノバビル敷地の計画用地への編入手続きに疑問がある。 

イ ノバビル敷地は、時価３億円の土地代とのことだが、今後年間賃借料

１，９００万円を支払うことになり、その額は５０年間で約９億５千万

円となる。当該支出に関して議会での説明を経ずに決定されており手続

きに疑問がある。 

ウ ノバビル敷地の計画用地への編入により日影が伸びている。 

 

② 「請求理由要旨②」関係（以下、本項の内容を「補充理由要旨②」とい

う。） 

ア 東京都建築主事からの確認済証を確認した結果、以下の点が明白であ

る。 

（ア）実施設計時の非常用エレベーター乗降ロビーの仕様は違法である。

（イ）東京都（建築主事）の計画通知審査は以下の点において違法かつ不            

当である。 

   ・視覚障害者用誘導ブロックの図面への修正漏れの見過ごし 

・非常用エレベーター附室の構造（防火戸、ＥＸＰ．Ｊ） 

   ・道路斜線（天空率）の審査過程で確認済証交付後に審査図面を提出さ

せている 

・整備終了時広場となり道路ではなくなるが、道路扱いとなっているの

は違法ではないか 

   ・リングテラスが道路上に掛かっており違法 

   ・防火区画の審査過程が不明 

イ 以上のことから、新庁舎整備計画の違法性は明らかであり、これを是

正することなく大成建設（株）との工事請負契約を締結したことは、地

方自治法第２条第１６項違反であり、同条第１７項からも、この件にか

かる行為は無効である。 

 

③ 「請求理由要旨⑧」関係（以下、本項の内容を「補充理由要旨⑧」とい
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う。） 

ア 本庁舎、区民会館と中庭が作り出す空間は、世田谷区風景づくり条例

第１３条に規定する「地域風景資産」に選定されており、これを破壊す

るのは不当である。 

イ 本件建築計画は、世田谷区街づくり条例が規定する周辺住民への説明

会や意見交換会をしたものと同視することができるとして開催されなか

ったことは違法である。加えて、都が建築確認済証を交付したことも違

法である。 

 

④ 「請求理由要旨⑪」関係（以下、本項の内容を「補充理由要旨⑪」とい

う。） 

職員措置請求書で述べた以下の行為の不当性は、全て工事費が原因で

あり、予定価格に信頼性がなく、地方自治法第２条第１４項及び地方財

政法第４条第１項に抵触するかの検証がなされていない。 

    ア 調査・設計費の２億円の増額の根拠が明確でない。 

    イ 調査設計費の増額について、区も議会も内容を検証していない。 

    ウ 工法・工期の変更・延伸で事業費が変更された根拠が曖昧である。 

    エ 工法の変更理由に合理性がない。 

    オ 工期の延伸理由に合理性がない。 

    カ 「サウンディング型市場調査」の結果の検証内容等が明確でない。 

    キ 区議会において、工期延伸・事業費変更などの検証が行われたのか

明確でない。 

 

 （３）提出資料において補充的に主張された措置請求は次のとおりである。 

① 非常用エレベーターの附室（乗降ロビー）の建築基準法違反及びユニバ

ーサルデザインの観点からの不当性について 

ア 特定行政庁の本庁舎として、違法あるいは違法と疑われるような庁舎

整備は行わないこと。 

（世田谷区内の一般的な１０，０００㎡以下の建物の建築審査は、世田

谷区が行わなければならないことを考慮すれば、本庁舎が違法性を疑わ

れる様な計画であることは到底看過できない。） 

イ 区民・職員・議員等が安全かつ安心して快適に使える庁舎とするため

に、建築専門家の委員会を作り、当該計画の内容を徹底的に検証するこ

と。 

ウ 新庁舎整備事業に関する大成建設（株）との工事請負契約を解消する

こと、若しくは上記「イ」の検証を終え、安全かつ安心して快適に使え

る庁舎として計画の見直しが終わるまで着工を延期すること。 

 

② 世田谷区本庁舎等整備に関する「調査・設計費」の増額変更の根拠が曖

昧であることについて：追加 

ア 区は実際の落札価格より約５７億円も過大な予定価格を作成し、議会

はそれをなんら検証することなく承認したことに対する、原因の究明を

行い結果を議会に報告し、再発防止策を公表すること。 
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イ 今後ＣＭ会社は採用せず、区職員の専門職としての能力を高め、区独

自で発注関係事務を適切に実施すること、それが困難な事案は専門委員

会方式で運用すること。 

 

３ 監査対象部 

庁舎整備担当部を監査対象部とした。 

 

４ 監査対象部の見解 

  監査対象部からは、本件に対する弁明書を受理した。その見解は以下のとお

りである。 

 

（１）請求人の主張に対する、弁明書における監査対象部の見解 

①「請求理由要旨①」について 

ア 世田谷区では、区役所周辺の防災街づくりについて、住民の方々と長

い期間をかけて検討し、都市計画審議会等を経て、世田谷区役所周辺地

区防災街区整備地区計画を策定した。その計画の中で、東西敷地間の中

央の区道については、補助１５４号線等都市計画道路の整備を前提に、

災害時の避難及び延焼防止のための地区防災施設６号としている。 

東西敷地間の区道（建築基準法の道路かつ道路法の道路）は以下の３点

を総合的に判断し、廃止することは考えていない。 

（ア）防災街区整備地区計画の地区防災施設の機能を維持すること。 

（イ）接道している民有地の不利益を生じないようにすること。 

（ウ）現在、通り抜け機能のある道路を敷地の有効利用を図る目的で、廃

止または行き止まりの道路に変更することはしないこと。 

なお、本計画においても、日常は安全に広場と一体的に利用ができ

るよう、自転車歩行者道を目指すとともに、広場に面していない部分

については、区民会館の搬入経路や新たに公用車用駐車場の出入り口

を設けるなど、既存道路を活かした効率的な計画としている。 

イ 新庁舎の地上２階以上の階高は３．８ｍだが、執務エリアは天井を張

らない仕様とし、照明や空調パネルを吊り、圧迫感を軽減している。空

調パネル下で、２．７ｍ程度の天井高さを確保する計画としており、庁

舎としての執務環境に問題はないと考えている。 

ウ ノバビル敷地（分庁舎敷地として賃借している土地）については、計

画敷地に含めることで、日影規制の影響等が低減し、西棟の建物形状が

整形となることから、西棟の建物規模の拡張が可能となり、区民対応窓

口部署を効率的に配置することができ、区民サービスの向上を図ること

が可能となる。 

 エ 新庁舎は、東棟・西棟に機械室・電気室等が設置されているが、それ

ぞれの施設規模に応じた性能の機器を設置しており、必ずしも重複投資

となるものではない。また仮に１棟であった場合、新庁舎の規模では受

変電設備を特別高圧仕様とする必要がありイニシャルコストが増加とな

るなど、新庁舎で設備を分散設置とした計画は非効率ではないと考える。 
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② 「請求理由要旨②」について 

ア 建築基準法施行令第１２９条の１３の３第３項では、非常用エレベ

ーターの昇降ロビーの構造方法を定めており（※）、新庁舎においては、

昇降ロビーの出入口と考える複数箇所に、法令で規定する構造の特定防

火設備を設置し、それ以外を耐火構造の床・壁で囲む計画として、実施

設計を進めていた。建築基準法への適合を確認するため、令和２年１０

月に計画通知申請を東京都に行ったところ、令和３年２月、非常用エレ

ベーターの昇降ロビーの構造方法についての指摘を受け、火災時におけ

る建物の安全性をより高めるものとして、一部の特定防火設備を耐火構

造の壁に変更している。その後、令和３年４月２３日に確認済証を取得

している。 

※第３号「出入口には、第１２３条第１項第６号に規定する構造の

特定防火設備を設けること。」、第４号「窓若しくは排煙設備又

は出入口を除き、耐火構造の床及び壁で囲むこと。」 

イ 新庁舎では、エレベーターから各階に設置される多機能トイレまでの

経路等に、誘導ブロックを設置しているが、これは火災時の視覚障害者

の避難誘導を想定したものではない。火災時の避難については、消防隊

が現場に到着するまでの来庁者の避難誘導は職員が行うこととなり、階

段へ誘導することとなる。消防隊が到着後、消防隊による非常用エレベ

ーターを用いた消火活動・救助活動が開始される。 

ウ 本庁舎等整備に係る世田谷区ユニバーサルデザイン環境整備審議会へ

の報告については、平成３０年１１月に基本設計の中間報告、令和２年

１月８日に実施設計（案）について、本庁舎等整備におけるユニバーサ

ルデザインの基本的な考え方について、説明を行っている。また、詳細

については、世田谷区ユニバーサルデザイン推進条例に基づく届け出を

行っており、誘導ブロックは火災時の視覚障害者の避難を想定したもの

ではないことから、手続き上の瑕疵はないものと考える。 

 

③ 「請求理由要旨③」について 

ア 世田谷区本庁舎等整備については、防災対策の拠点として、災害直後

から、建物の補修に時間を費やすことなく、災害応急対策活動を行う必

要があることから、平成２８年１２月に策定した基本構想において、

「災害対策本部は、大規模地震発生直後から速やかに機能する必要があ

るため、免震構造を基本とする」としており、設計者選定プロポーザル

においても、留意事項として、「本部長、副本部長を中心とした災対各

部及び世田谷総合支所の災対地域本部を指し、これらの活動場所すべて

を免震構造とするものである。」としている。 

 イ 免震構造とは、建物と地盤の間に免震部材を設置し、建物自体を揺れ

にくくする構造であり、地震時の揺れを大きく軽減できることから、建

物や設備機器の損傷が少なく、什器等の転倒・落下の危険性も低減され

る等のメリットがある。一方、免震構造は免震部材の費用や、建物自体

が地震の揺れによって動く構造であるため、建物周囲に隙間を設ける必

要があり、地盤面下での工事量が増加する傾向がある。このように免震
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構造は、工事費がやや高価となるが、大地震時においても建物に損傷が

なく、継続使用できることを前提に設計されており、地震の影響による

建物補修費を大幅に抑えることができるなど、ライフサイクルコストは

削減されると考えている。また新庁舎では、地下を大きく掘削する基礎

免震構造ではなく、地下１階の柱頭に免震装置を設置する構造を採用す

ることにより、地下の掘削等の費用を抑える計画としている。 

ウ 本庁舎等整備工事は、現在の敷地内で長期間に渡り、庁舎機能を維持

しながら解体と新築を繰り返し、また各工期で建設した免震建物を接続

し、最終的にひとつの建物として完成させる等、非常に難易度の高い工

事である。区では、令和元年度に建設業者に対するサウンディング調査

を実施し、特に難易度が高いと考える免震構造の建物を接続する工事に

ついては、同様の施工方法により建設を行った事例が複数あることを確

認しており、信頼性のある方法で確実に施工することは可能であると考

えている。また、本件工事の契約を締結する受注者は、免震構造の建物

を接続した実績を有している。 

エ 免震建物と地盤面との境界部分に設置されるＥＸＰ．Ｊは、電車の連

結部のように、互いの動きが異なるものをつなぐ通路の役目を果たす。

ＥＸＰ・Ｊは地震時に建物と一体となり可動するものであることから、

設置する場所に応じた安全対策が必要となるが、新庁舎においては、建

物の出入口や広場部分など、バリアフリーへの配慮が必要な箇所に設置

しており、それ以外の場所にはＥＸＰ．Ｊを設置せず、建物の可動範囲

には立入禁止柵を設ける計画としている。設計段階では、ＥＸＰ・Ｊが

必要とする性能を明確化し、専門メーカーとその可動方法を検証するな

ど、日本免震構造協会から出されているガイドラインを考慮した計画と

している。今後の建設段階においても、ＥＸＰ．Ｊの可動部分の識別が

できる工夫や分かりやすい注意喚起の方法等、誰もが安全に利用できる

よう検討を行う。 

 

④ 「請求の理由要旨④」について 

ア 通路幅員については、世田谷区ユニバーサルデザイン推進条例に基づ

き、主要な動線となる通路については、人が横向きにならずに車いす使

用者とすれ違うことができる寸法として、幅員１．４ｍ以上確保する計

画としている。図面に表記されている什器については、建物の完成に合

わせて別途設置するものもあるため、条例に定める幅員を確保し、設置

する。 

イ 新庁舎の地上２階以上の階高は３．８ｍだが、執務エリアは天井を張

らない仕様とし、照明や空調パネルを吊り、圧迫感を軽減している。空

調パネル下で、２．７ｍ程度の天井高さを確保する計画としており、庁

舎としての執務環境に問題はないと考えている（再掲）。天井を張らず

に設備機器等を設置する方式については、他の自治体の庁舎等での実績

があり、特別な設計とは考えていない。 

ウ 新庁舎においては、法令に規定される室内の二酸化炭素濃度基準を満

足するよう、換気量を自動制御する空調設備を設置しており、常に室内
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の換気が行われる計画となっている。また、室内の二酸化炭素濃度の設

定を下げることで、換気量を増やす運転に切り替えることが可能となっ

ている。さらに、保健所については、空調設備の故障などの緊急時に備

え、排気ファンを作動させることにより、室内の空気を直接建物外部に

排出し、窓から外気を流入させて換気が可能な設備を計画している。 

エ 風環境への影響については、気象庁のデータ等をもとに設計段階で検

討を行っている。区役所周辺において発生頻度の多い風（※）として、

南の風（１２．９m/s）、北北西の風（９m/s）、東の風（６m/s）、西

の風（７．１m/s）について、既存建物と計画建物それぞれに対してシ

ミュレーションを行い比較した。その結果、計画建物では、東側道路ピ

ロティ付近の道路や中央道路部分、また西棟の南側において、既存建物

よりも風速が１～２ｍ程度上昇し、影響範囲もやや広がるが、いずれも

地表面付近で風速は１０ｍ未満であり、歩行等に支障はないと考えてい

る。（気象ハンドブックでは、１０ｍ以上になると、歩きにくくなった

り、歩調が乱れるとされている。） 

※気象庁が公表する地上約３５ｍにおける１０分間の平均風速の最大

値（公開データ１９７６年～２０１９年） 

 

⑤ 「請求理由要旨⑤」について 

ア 世田谷総合支所については、区民の利便性向上の観点から、交通至

便な三軒茶屋を候補地として、移転整備に向けて、適地を有する事業

者と協議を重ねてきたが、その実現には、コストや人員面で課題が大

きいことから、本庁舎等基本構想（平成２８年１２月策定）において、

世田谷総合支所は、現在の本庁敷地内に整備することとした。 

イ 本庁舎等の規模については、平成３０年６月に策定した世田谷区本

庁舎等整備基本設計方針において、区民機能の拡充や駐車場・駐輪場

等の整備による区民の利便性の向上や本庁舎の機能集約化、区民サー

ビスを維持するための区職員の配置等を勘案し、約７０，０００㎡

（地下通路含む）を必要な全体規模の目標に設定している。本計画に

おける職員一人当たりの面積は２３区の平均（平成２６年調査）と比

べてもコンパクトな計画であり、必要な機能を効率的に配置し、かつ

将来の変化にも十分に対応できる柔軟性の高い計画としており、適正

な規模であると考えている。 

ウ 建物の計画については、庁舎部分の階数を現在と同様の５階建てと

し、上層階については、壁面を後退させるなど、近隣への影響に配慮

した計画としている。 

エ 旧保健センターの後利用については、区分所有している世田谷区医

師会と協議を進め、既存施設の解体、除却、跡地の売却等について、

新型コロナウイルス感染症の影響等も踏まえ、引き続き検討を進める。

なお保健所は、この間の新型コロナウイルス対策を踏まえても、関連

する業務との連携を図りながら、感染症対策業務を迅速かつ着実に進

めるために、本庁舎内にあることが望ましいと考えている。 
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   ⑥ 「請求理由要旨⑥」について 

ア ２階レベルに設置するテラスは、東西各棟の機能の連携強化や、イベ

ント利用時には広場との一体的な利用が可能となるなど、様々な効果が

期待できると考えている。テラスへは、階段だけではなく、東棟、西棟

それぞれに設置するエレベーター（東棟５基、西棟６基）、西棟にはエ

スカレーターを設置しており、様々な方法によりアプローチが可能とな

っている。また、東棟と西棟を結ぶ連絡通路については、それぞれ北側

が５ｍ、南側３ｍの幅を有しており、通路下は、雨天時には雨を避けて

通行することが可能である。なお、風雨の激しい場合は、地下通路を利

用することを想定している。 

イ テラスを支える柱の足元には、免震用ＥＸＰ．Ｊが設置される計画と

なっているが、地震時の可動を想定したシミュレーションを専門業者と

行いながら設計を進めている。今後、ＥＸＰ．Ｊの製品発注の際には、

東日本大震災において震度６弱以上で損傷がなかった実績を有するメー

カーであることや、設計時に想定する可動量（６０㎝）の範囲内で建物

が動いても、破損しない性能を有することを条件に製品を選定するなど、

安全性の検討をしており、違法・不当な点はない。 

ウ 西棟２階の区民交流室については、夜間休日の閉庁時には外部階段の

ほか、建物内の階段、エレベーターを利用して２階へ上がる計画として

いる。また、閉庁時でも東棟、西棟２階のトイレを利用できる設計とし、

テラスに照明を設置するなど、夜間でも安全に利用できる計画としてお

り、違法・不当な点はない。 

 

⑦ 「請求理由要旨⑦」について 

ア 区ではみどりの基本条例に基づき、建築行為等を行う場合に、建蔽率

により異なるが一定の緑地の確保が求められる。みどりの基本条例施行

規則第２５条の基準に基づき算出すると、本庁舎等整備においては、２

８％以上の緑化が求められており、新庁舎では「みどり３３」の趣旨を

踏まえ、敷地全体で３５％以上の緑化率を確保する計画としている。 

イ 地域風景資産の一部として親しまれてきた区民会館東側のケヤキ並木

は、新庁舎では、北側の交差点までケヤキ並木を延伸する計画としてい

る。なお、現在のケヤキについては、樹木診断の結果、状態が悪く、残

存させることが困難な樹木や移植の難しい樹木については伐採すること

としており、伐採したケヤキの位置には新たにケヤキを植える計画とし

ており、違法・不当な点はない。 

ウ 本庁舎については、建設する建物の規模、現在と同程度以上の広場面

積を確保した配置計画及び緑化率の確保の関係から、屋上を緑化する計

画としているが、東棟屋上については、区民に開放し、また、西棟の屋

上についても区の事業にて活用するなど、屋上緑化が区民の憩いの場と

して活用されるよう整備していく。また、維持管理についても、樹木の

選定にあたり、できるだけ管理に手間のかからない樹種を選定するなど、

費用を抑える検討を行っていく内容で設計の裁量の範囲内であるため違

法・不当な点はない。 
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⑧ 「請求理由要旨⑧」について 

ア 当該地及び周辺は準住居地域に指定されており、指定容積率３００％、

絶対高さ制限４５ｍに設定されているなど、中高層の建築が可能な地域

となっている。また、風景づくり計画においては住宅共存系ゾーンと位

置付けられ、「低層から中高層まで様々な高さや規模の建築物がみられ、

多様性のある街並みが形成されています」と示されている。本計画は、

これらの多様性のある街並みに対し、建物の上階をセットバックするな

どにより、周辺の建築群のスカイラインとの調和に配慮している。併せ

て、接道部には歩道状空地を整備し、周辺歩道との連続性に配慮したゆ

とりのある歩行空間を形成している。 

イ また、現庁舎等の特徴である区民会館ホールの折板状の外壁を保存・

改修し、東側の世田谷区役所通りのケヤキ並木からピロティを通じて広

場に至るアプローチ動線、広場を囲んだ庁舎の配置、広場の舗装パター

ンの復元、広場と区民交流（区民会館、区民交流スペース）のつながり

を意識した配置など、現庁舎の空間特質を継承している。外構計画では、

地域風景資産の一部となっている区民会館東側のケヤキ並木を極力保存

しながら、やむを得ず伐採する部分はケヤキを新植し、みどりを北側へ

延伸させている。さらに記憶の継承として、区民会館南側の水景の再整

備など、現庁舎の景観を保存、発展させている。こうした工夫により、

場所の記憶をつなぎ新たな風景の魅力を創出する計画としている。 

ウ これらにより、本計画は世田谷区風景づくり計画に定める、理念・方

向性、方針・基準に即しており、景観法及び世田谷区風景づくり条例に

違反するものではない。 

 

⑨ 「請求理由要旨⑨」について 

ア 本庁舎等整備における基本的な考え方については、平成２８年に学識

経験者、区民等からなる「世田谷区基本構想検討委員会」を設置し、

「世田谷区本庁舎等整備基本構想」を作成しており、その中で、「現庁

舎等の空間特質の継承」として、本庁舎、区民会館、広場等の空間特質

をできるだけ継承し、これからも区民自治・交流の拠点として区民に愛

される庁舎を目指していく。」としている。基本構想の策定を受けて実

施した、設計者選定プロポーザルでは、６者の参加者から、空間特質の

継承について、様々な提案があり、これらの提案については提案書の公

開展示、意見聴取、公開によるプレゼンテーションなど、広く区民に公

開しながら選定を行った。 

 イ 本庁舎等整備においては、現庁舎等の特徴である区民会館ホールの折

板状の外壁を保存・改修し、東側の世田谷区役所通りのケヤキ並木から

ピロティを通じて広場に至るアプローチ動線、広場を囲んだ庁舎の配置、

広場の舗装パターンの復元、広場と区民交流（区民会館、区民交流スペ

ース）のつながりを意識した配置など、現庁舎の空間特質を継承した計

画としている。外構計画では、地域風景資産の一部となっている区民会

館東側のケヤキ並木を極力保存しながら、やむを得ず伐採する部分はケ



18 

 

ヤキを新植し、みどりを北側へ延伸させている。さらに記憶の継承とし

て、区民会館南側の水景の再整備など、現庁舎の景観を保存、発展させ

ている。こうした工夫により、場所の記憶をつなぎ新たな風景の魅力を

創出する計画としている。 

ウ これらにより、本計画は「世田谷区本庁舎等整備基本計画」に定める

基本的方針に即しており、基本構想の内容に反する不当なものではない。 

 

⑩ 「請求理由要旨⑩」について 

ア プロポーザルの審査委員については、世田谷区本庁舎等整備に係る建

築要件、基本構想に掲げる基本的方針等に対応した専門分野に関する知

見を有し、また、他自治体の選定委員会の委員等の経験を有する学識経

験者により構成している。委員の選定については、平成２８年１２月１

９日に開催された地方分権・本庁舎整備対策等特別委員会（以下、「特

別委員会」という）において、各委員の氏名、委員に選定する理由につ

いて報告している。設計者の選定プロセスについては、公平性、公開性

に配慮し、提案書の公開展示及び意見聴取、公開プレゼンテーションを

行い、公開展示の際に頂いた意見については、参考資料として審査委員

会にも提供し、確認いただいた上で審査を行った。評価基準については、

プロポーザル公告時に、配点、採点方法、評価の視点等を公表しており、

この評価基準に基づき採点し、最優秀者、次点者を選定した。また、請

求人が最終評価の得点にすべきと主張する「総合評価」については、評

価基準において「公開プレゼンテーション及びヒアリングを踏まえ、取

組意欲や、基本構想の理解度、説明能力、コミュニケーション能力を総

合的に評価する」評価項目としており、業務の取組方針、提案テーマ１

～６と同等に評価する項目となっている。 

 

⑪ 「請求理由要旨⑪」について 

ア 令和元年度に実施したサウンディング調査によると、東京２０２０大

会、大阪万博、都内における大規模再開発等により建設需要は今後も増

加傾向であり、１期工事の工期を短縮する目的で計画していた逆打ち工

法に使用する鋼材の納期に半年以上を要し、大幅に工期が遅延すること

が懸念され、１期工事では、通常の工法（順打ち工法）に工程計画を変

更した。同時期に国土交通省では、建設労働者の減少、建設労働者の適

正な労務環境確保の観点から、建設業の働き方改革について検討を行っ

ており、令和２年度に施行の建設業法に示される工期適正化に向けた方

針を踏まえ、発注者には、建設業の働き方改革を見据えた工期設定が求

められていた。これらの状況から、区としては基本設計段階では６４ヶ

月と想定した工事工程を、より適正な工期として７５ヶ月に延伸する必

要があると判断した。この内容については、令和元年９月４日に開催さ

れた特別委員会に報告をしている。 

イ 調査・設計費の増額については、基本設計時においては、建築計画、

施工方法等が未定であったことから、基本構想策定時点で想定される建

物規模等から算定し、約８億円としていた。実施設計段階において建物
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規模、構造等が確定したことを受け、国土交通省の定める基準により工

事監理委託料等を再計算した結果、２億円増額の約１０億円となった。 

ウ コンストラクションマネジメント会社との契約については、工期延伸

を原因とする契約金額の変更は行っていない。なお、コンストラクショ

ンマネジメント会社との契約については下記のとおりである。 

当初契約：平成３１年４月１日 契約金額：１０１，８６０，０００円 

変更契約（１回目）：令和元年１１月６日 

契約金額：１０９，５６０，０００円（７，７００，０００円増額） 

変更理由：施工者選定手法検討員会の検討結果を受け、総合評価方式に

よる施工者選定の手法についての検討支援を業務として行う

こととしたため。 

変更契約（２回目）：令和２年９月７日 

契約金額：８４，１６１，０００円（２５，３９９，０００円減額） 

変更理由：履行業務から移転支援業務を除いたため。 

 

  よって、請求人の主張は、本件本庁舎等整備が著しく合理性を欠くという

ものであるが、本件本庁舎等整備については合理性があるため、本件契約を

締結することは違法又は不当な契約締結・履行には当たらない。 

 

 

第３ 事実関係の確認 

監査対象部からの事情聴取並びに関係書類等の調査により、次の事項を確認

した。 

 

１ 本庁舎等整備の経緯 

（１）本庁舎等整備の背景 

世田谷区本庁舎等は、世田谷区民会館（昭和３４年竣工）、第一庁舎（同

３５年竣工）、第二庁舎（同４４年竣工）、分庁舎（ノバビル、同６３年竣

工）、第三庁舎（平成４年竣工）、第三庁舎プレハブ棟（同９年竣工）によ

り構成されている。 

区では、平成１６年度から本庁舎等を含む庁舎整備に関する調査研究をは

じめ、区民サービス、災害対策、環境対応面などで様々な課題があることか

ら、本庁舎等整備について本庁舎等整備審議会を設置するなど区議会とも協

議しながら検討を重ねてきた。リーマンショックの影響などから方針を決定

するまでには至らない状況となっていたが、平成２３年３月の東日本大震災

の発生などから、平成２５年３月、災害対策本部機能を強化するため非常用

電源等を整備するとともに本庁舎等整備の検討を再開した。 

 

（２）本庁舎等整備工事までの主な経過 

①平成２５年 ９月 「庁舎計画推進委員会（庁内検討組織）」設置 

②平成２６年 ３月 「本庁舎等整備方針」策定 

③平成２６年 ５月 「本庁舎等整備シンポジウム」開催（区民対象） 

④平成２７年 ２月 「本庁舎等整備報告会」開催（区民対象） 
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⑤平成２７年 ３月 「本庁舎等整備基本構想（中間まとめ）」策定 

⑥平成２８年 ４月 「本庁舎等整備基本構想検討委員会」設置 

（区民１３名、学識経験者７名で構成） 

   ⑦平成２８年 ８月 「本庁舎等整備基本構想検討委員会報告書」区長あて 

             提出 

  ⑧平成２８年 ８月 「本庁舎等整備基本構想（素案）」策定 

⑨平成２８年 ９月 「本庁舎等整備基本構想（素案）パブリックコメント」 

実施 

⑩平成２８年 ９月 「本庁舎等整備基本構想（素案）区民説明・意見交換 

会」開催（区内５地域） 

   ⑪平成２８年１２月 「本庁舎等整備基本構想」策定 

⑫平成２９年 ４月 「本庁舎等整備基本設計業務委託」契約の業者選定に

係る公募型プロポーザル公告 

⑬平成２９年１０月 「本庁舎等整備基本設計業務委託」契約締結 

⑭平成３０年 ６月 「本庁舎等整備基本設計方針（案）」近隣説明会開催 

⑮平成３０年 ６月 「本庁舎等整備基本設計方針（案）」区民説明会開催 

⑯平成３０年 ６月 「本庁舎等整備基本設計方針」策定 

⑰平成３０年 ９月 「本庁舎等整備基本設計（案）中間報告及び世田谷区

民会館整備方針」近隣説明会開催 

⑱平成３０年 ９月 「本庁舎等整備基本設計（案）中間報告及び世田谷区

民会館整備方針」区民説明会開催（区内５地域） 

⑲平成３０年１２月 「世田谷区民会館整備方針」策定 

⑳平成３１年 ２月 「本庁舎等整備基本設計（案）」策定 

㉑平成３１年 ３月 「本庁舎等整備基本設計（案）」近隣説明会開催 

㉒平成３１年 ３月 「本庁舎等整備基本設計（案）」区民説明会開催 

㉓平成３１年 ３月 「本庁舎等整備基本設計（案）」障害者団体対象の説

明会開催 

㉔平成３１年 ３月 「本庁舎等整備基本設計」策定 

㉕平成３１年 ４月 「本庁舎等整備実施設計業務委託」契約締結 

㉖令和 元年１０月 「本庁舎等整備工事に関する条例等に基づく説明会」

開催 

㉗令和 ２年 ２月 「本庁舎等整備実施設計概要(案)」障害者団体対象の

説明会開催 

㉘令和 ２年 ３月 「本庁舎等整備実施設計概要」策定 

㉙令和 ２年１０月 建築基準法第１８条第２項の計画の通知 

㉚令和 ３年 ４月 建築基準法第１８条第３項の規定による確認済証（建

築物）の交付 

 

※区を共同事務局とし、設計案のたたき台を示し設計の各段階で設計プロセ

スを共有し意見交換を行う「世田谷リング会議」が、平成３０年５月から

令和元年９月まで６回開催されている。会議メンバーは、学識経験者、周

辺地域団体代表（周辺町会、商店街代表）、障害者団体代表、区民（公募、

無作為抽出）で構成されている。 
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２ 本庁舎等整備工事の概要 

 （１）工事契約 

①業者選定：令和３年２月１日 一般競争入札（技術提案型総合評価方式） 

②契約締結：令和３年５月２０日 

        ３世契建般第１号 世田谷区本庁舎等整備工事 

        世田谷区世田谷四丁目２１番他 

③契約金額：３６，４１０，０００，０００円 

内消費税３，３１０，０００，０００円 

④工事完了：令和９年１０月１５日予定 

 

（２）工事概要 

 東棟 西棟 

敷地面積 １１，４５２.１６㎡ １０，５３７.５１㎡ 

建築面積 ６，３６５.７８㎡ ６，８８２.０９㎡ 

延べ面積 ３６，４８４.５１㎡ ３６，５１８.５７㎡ 

階数 地下２階 地上１０階 塔屋２階 地下２階 地上５階 塔屋１階 

構造 
鉄骨造・鉄筋コンクリート造・ 

鉄骨鉄筋コンクリート造（免震構造） 

最高高さ ４０．６０ｍ ２１．８９ｍ 

確認済証（建築物）交付現在 

 

３ 本庁舎等整備工事に関する個別事項 

（１）区道の処理について 

   ① 区道の位置付け 

本庁舎建築敷地間にある区道は、４ｍ以上の道路法による道路であるこ

とから、建築基準法第４２条第１項第１号の建築基準法の道路に該当する。

また、当該区道は、世田谷区役所周辺地区防災街区整備地区計画の地区防

災施設６号としての都市計画上の位置付けも有し、現在の道路線形を修正

する形で、建築基準法第４２条第１項第４号に該当する建築基準法上の道

路の部分も併せて存在する。 

    

② ノバビル敷地の土地賃貸借契約 

ア 平成３０年８月２９日「本庁舎等整備計画敷地参入に関する覚書」

締結 

イ 平成３１年３月２２日「土地賃貸借契約」締結 

 地積：５８０．１９㎡ 

賃貸借期間：令和７年１月１日から令和５６年１２月３１日まで 

賃料：土地の価格×６％ 

ウ 平成３１年３月２７日「始期付賃借権設定仮登記」 

 

（２）非常用エレベーターの附室について 

① 確認済証（建築物）の交付 
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ア 令和２年１０月８日付建築基準法第１８条第２項の計画の通知に対

して、同条第３項の規定による東京都（建築主事）の確認済証が令和

３年４月２３日付けで交付されている。 

 イ 計画通知を東京都（建築主事）へ提出後に東京都（建築主事）からの

指導を受けて、非常用エレベーターの乗降ロビーの設計仕様については、

当初予定していた設計を変更し、東京都（建築主事）の指導に沿ったも

のとなっている。 

 

② 世田谷区ユニバーサルデザイン推進条例 

ア 世田谷区ユニバーサルデザイン推進条例は、建築主事が確認をする

建築基準関係規定に含まれていない。 

イ 同条例第１１条では、区長が公共的施設の生活環境の整備について

判断の基準となるべき事項を策定しなければならないことが、同条例

第１２条では、整備基準への適合努力義務が規定されている。 

ウ 同条例第１４条では、「特定公共的施設の新設又は改修しようとす

る者は、その計画について、規則で定めるところにより、工事に着手

する前に区長に届け出なければならない。」と規定されている。 

エ 同条例第１４条に基づく届出が令和２年１月１７日に提出されてお

り、「世田谷区整備基準適合」と認められている。 

オ 同条例第８条第２項では、世田谷区ユニバーサルデザイン環境整備

審議会の調査審議事項が規定されているが、同条例第１４条で届け出

された計画の調査審議は規定されていない。 

 

（３）免震構造について 

① 世田谷区本庁舎等整備基本構想（平成２８年１２月）では、「大規模災

害直後でも業務継続が可能な庁舎へと機能強化を図る必要がある。」とし

ており、区は、免震構造を採用することを基本としている。 

 

② 区では、ＥＸＰ．Ｊ（※）の性能、安全性について、発注図書に以下の

項目を明記している。 

ア 日本免震構造協会のガイドラインで規定する最上級の性能指標Ａ種に

求められる「指定された可動量の範囲内で建物が動いても破損しない性

能とする」 

イ 「２０１１年の東日本大震災の東北６県において、震度６弱以上で損

傷がなかった実績を有するメーカーとする」 

ウ 「可動試験により設計者、または監督員の立ち会いの下、実物可動検

証を行う事」 

  ※異なる動きとなる構造物を分割し、地震などの外力の働きで建物が

受けるダメージを最小限に抑える伸び縮みする接続部分。 

 

（４）区庁舎の設計について 

当初は、東京都（建築主事）への計画の通知の際に、世田谷保健所執務室

からの排気口を区民利用の駐輪場に設けていたが、東京都（建築主事）から
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の指導により直接外部に排気するため排気口を延長する設計に変更している。 

 

（５）本庁舎の規模について 

  ① 区では、世田谷総合支所について世田谷区本庁舎等整備基本構想（平成

２８年１２月）において、本庁舎敷地内に置くこととしている。 

   

② 区では、公共施設整備方針（平成２６年３月）において、「統合や複合

化等により生じる跡地については、改築や改修の際の移転先として仮設経

費の抑制、まちづくり用地などとしての活用、災害時の避難所として確保

を図る場合を除き、財務負担を軽減するため、原則として売却します。」

としている。 

 

（６）「世田谷リング」について 

 世田谷区ユニバーサルデザイン推進条例第１４条に基づく届出が令和２年

１月１７日に提出されており、「世田谷区整備基準適合」と認められている。 

 

（７）「世田谷みどり３３」施策について 

世田谷区みどりの基本条例施行規則第２４条の基準に基づき算出すると本

庁舎等整備においては、２８％以上の緑化が求められている。本庁舎等整備

計画では、敷地全体で３５％以上確保する計画となっている。 

 

（８）景観法及び世田谷区風景づくり条例について 

  ① 景観法 

ア 景観法第２条では「基本理念」、第５条では「事業者の責務」が規定

されている。 

 

② 世田谷区風景づくり条例 

ア 世田谷区風景づくり条例第８条では、公共施設の風景づくりにおける

区の役割が規定されている。 

イ 同条例第２５条により策定された風景づくり計画第４章の「建設行為

等に関する風景づくり」では、風景づくりの基準として、①配置の考慮

事項、②高さ・規模の配慮事項、③形態・意匠・色彩の工夫、配慮事項

などを、第８章の「公共施設における風景づくり」では、風景づくりの

考え方及び整備に関する指針が規定されている。 

 

③ 地域風景資産 

ア 「世田谷区庁舎のケヤキ並木が作る広場の風景」は平成２５年度に地

域風景資産に選定されている。 

イ 選定の背景として、「改築の検討が進められている中（平成２５年度

時点）、広場やケヤキ並木の配置が変わることも認識した上で、広場空

間の風景の価値・魅力を伝えていきたいというものである。」と世田谷

区のホームページで紹介されている。 

ウ 風景づくり計画の第９章協働による風景づくりで、「地域風景資産の
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選定は、風景に優劣をつけることや、制限を加え保存することが目的で

はありません。」と記載されている。 

 エ 「世田谷区庁舎のケヤキ並木が作る広場の風景」は、世田谷区風景づ

くり条例第１３条の「地域風景資産」に選定されているが、同条例第１

４条の登録がなされていないことから、同条例第１５条の「資産活用指

針」や第１６条の「維持管理」の規定は適用されていない。 

 

  ④ 世田谷区街づくり条例 

ア 区では、令和元年６月１０日に建築構想届出書を世田谷総合支所街づ

くり課へ提出している。 

イ 世田谷総合支所街づくり課では、令和元年６月２５日に世田谷区街づ

くり条例連絡調整会議で一部適用除外（世田谷区街づくり条例第４１条

第２項第２号の適用）について協議し、会議で了承されている。 

ウ 世田谷総合支所街づくり課では、令和元年７月２３日に建築構想手続

完了通知書交付の起案決定後、通知書を交付している。 

 

（９）文化財の解体について 

平成２８年１２月に作成された「世田谷区本庁舎等整備基本構想」の五つ

の基本的方針の中の「区民自治と協働・交流の拠点としての庁舎」に「区民

自治・交流を育んできた現庁舎等の空間特質の継承」を掲げ、「本庁舎、区

民会館、広場等の空間特質をできるだけ継承し、これからも区民自治・交流

の拠点として区民に愛される庁舎を目指していく。」としている。 

 

（１０）基本設計業務委託公募型プロポーザルについて 

① 区では、本庁舎等設計者審査委員を７名選定しており、平成２８年１２

月１９日に開催された区議会の特別委員会で委員構成、氏名、経歴、選定

理由などを報告している。 

 

② プロポーザル公告資料（説明書、様式、提出資料作成要領、評価要領）

については、平成２９年１月から３月にかけて本庁舎等設計者審査委員会

で審議され、了承されている。 

 

③ 区では、プロポーザル実施要領（審査の評価基準等含む）及び説明書

（業者配布用要領）は、平成２９年４月１４日に起案決定している。 

 

（１１）調査・設計費について 

令和元年９月４日に開催された区議会の特別委員会で基本設計からの変更

について報告する中で調査・設計費（８億円から１０億円）、工法変更、工

期変更について報告している。 

 

 

第４ 監査の結果 

監査の結果、本件請求については、合議により次のように決定した。 
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１ 判 断 

 

本件請求に理由がないと認める。 

 

 ２ 判断理由 

（１）監査対象事項が財務会計上の行為に該当するか否かについて 

本件請求における監査対象事項３点について、地方自治法第２４２条第

１項に定める住民監査請求の対象となる財務会計上の行為に該当するか否

かについて、以下のとおり検討した。 

監査対象事項①「新庁舎建設と区民会館改修の建築及び設備関係工事を一

体工事とする契約の締結が、違法又は不当な公金の支出若しくは契約の締

結・履行にあたるかどうか」における世田谷区本庁舎等整備工事の契約締結

（区と大成建設（株）との間の工事請負契約の締結）は、住民監査請求の対

象となる公金の支出又は契約の締結に該当する。また、監査対象事項③「ノ

バビル敷地の土地賃貸借契約の締結が、違法又は不当な公金の支出若しくは

契約の締結・履行にあたるかどうか」におけるノバビル敷地に関しての土地

賃貸借契約（区と大信興業株式会社との間の土地賃貸借契約）は、平成３１

年３月２２日に締結しており、今後当該契約の履行に伴い公金が支出される

ことは相当の確実さをもって予測されることから、住民監査請求の対象とな

る公金の支出又は契約の履行に該当する。 

これに対し、監査対象事項②「敷地中央の区道を廃止しないことが、違法

又は不当な財産の管理にあたるかどうか」における区道の処理（本庁舎建築

敷地間にある区道を廃止せず、これを本庁舎建築敷地に編入しないこと）は、

住民監査請求の対象としての財務会計上の行為には該当しない。以下に理由

を述べる。 

住民監査請求は、地方財務行政の適正な運営の確保を目的とするものであ

るから、その対象は財務会計上の行為に限定される。したがって、地方自治

法第２４２条第１項にいう「財産の取得、管理若しくは処分」及び「財産の

管理を怠る事実」における財産の管理とは、財産の持つ財産的価値に着目し、

その価値の維持、保全を図る財務的処理を直接の目的とする行為に限定され

ると解すべきである（最高裁平成２年４月１２日第一小法廷判決）。 

しかるに、当該区道は、世田谷区役所周辺地区防災街区整備地区計画にお

いて災害時の避難及び延焼防止のための地区防災施設６号として位置付けら

れていることから、区は防災街区整備地区計画における地区防災施設として

の機能を維持することなどを理由として、本庁舎建築敷地間にある区道を廃

止せず、これを本庁舎建築敷地に編入しないと決定したというのであるから、

当該決定は、道路整備計画、防災計画の円滑適切な遂行・実現を図るという

道路行政、防災行政の見地からの判断であって、当該区道の持つ財産的価値

に着目し、その価値の維持、保全を図る財務的処理を直接の目的とするもの

ではない。 

したがって、本庁舎建築敷地間にある区道を廃止せず、これを本庁舎建築

敷地に編入しないという決定は、作為としての「財産の取得、管理若しくは
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処分」、不作為としての「財産の管理を怠る事実」のいずれにも該当せず、

その他地方自治法第２４２条第１項所定の住民監査請求の対象となる行為に

該当しない。よって、監査対象事項②は、住民監査請求の対象とならないと

解するのが相当である。 

そこで、以下、監査対象事項①及び監査対象事項③について、違法又は不

当な財務会計上の行為であるかを検討することとする。 

 

 （２）財務会計上の行為の違法性・不当性の判断について 

請求人は、本庁舎等整備事業の計画及び関連する予算について、地方自治

法第２条第１４項及び地方財政法第４条第１項への違反を主張するが、これ

らの規定は、いずれも地方公共団体や地方行財政の運営の在り方に関わる基

本的指針を定めたものであって、かかる基本的指針に適合するか否かは、当

該地方公共団体の置かれた社会的、経済的、歴史的諸条件の下における具体

的な行政課題との関連で、総合的かつ政策的見地から判断されるべき事項で

あり、首長制と間接民主制とを基本とする現行地方自治制度の下においては、

このような判断は、当該地方公共団体の議会による民主的コントロールの下、

住民の福祉の増進を図ることを基本として地域における行政を自主的かつ総

合的に実施する役割を広く担う当該地方公共団体の長の広範な裁量に委ねら

れているものというべきであるから、長の判断が著しく合理性を欠き、長に

与えられた広範な裁量権を逸脱又は濫用するものと認められる場合に限り、

上記各規定を含む財務会計上の義務に違反しその違法性が肯定されると解す

べきである。また、長の判断が裁量権の逸脱又は濫用には至らないが、その

裁量権の行使が社会通念に照らして正当性又は妥当性を欠くと認められる場

合にその不当性が肯定されると解すべきである。 

そして、上記のとおり長に広範な裁量権を与えた趣旨からすると、長の判

断の基礎とされた重要な事実に誤認があること等により同判断が全く事実の

基礎を欠くものと認められる場合、又は事実に対する評価が明白に合理性を

欠くこと等により長の判断が社会通念に照らして著しく妥当性を欠くことが

明らかであるものと認められる場合に限り、長の判断が上記の裁量権を逸脱

又は濫用するものであると認めるのが相当であり（最高裁昭和５３年１０月

４日大法廷判決、大阪高裁平成１７年７月２７日判決）、また長の判断が重

要な部分において事実の基礎を欠くものと認められる場合、又は事実に対す

る評価が妥当性を欠くと認められる場合に限り、裁量権の行使が不当である

と認めるのが相当である。 

 

（３）監査対象事項①について 

① 区は、建設後相当期間が経過した本庁舎等について、災害対策や区民サ

ービス、環境性能など様々な機能を向上させる観点から本庁舎等の整備に

ついて検討を開始し、平成２６年３月に「世田谷区本庁舎等整備方針」を

策定、平成２８年１２月に「本庁舎等整備基本構想」を策定、平成３０年

６月に「本庁舎等整備基本設計方針」を、平成３１年３月に「本庁舎等整

備基本設計」を策定、同年４月に「本庁舎等整備実施設計業務委託」契約

を締結し、令和２年３月に「本庁舎等整備実施設計概要」を策定した。こ
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の間、区は、区民への説明会や、学識経験者、区民等からの意見聴取等を

繰り返して実施した。そして、令和２年１０月８日付けで建築基準法第１

８条第２項の計画の通知を行い、令和３年４月２３日付けで同条第３項の

規定による東京都（建築主事）の確認済証が交付されている。並行して、

令和３年２月、技術提案型総合評価方式による一般競争入札により事業者

を選定し、同年５月１９日、区議会の議決を経て、同月２０日、大成建設

（株）との間において、「世田谷区本庁舎等整備工事」（３世契建般第１

号）の契約を締結したものである。区長は、こうした検討結果や区議会に

おける議論などを踏まえて整備計画を策定し、世田谷区本庁舎等整備工事

契約を締結したものであって、このような判断が、全く事実の基礎を欠き、

若しくは重要な部分において事実の基礎を欠くか、又は事実に対する評価

が明白に合理性を欠くか、若しくは妥当性を欠くものであって、区長がそ

の裁量権の範囲を逸脱し又はその濫用をしたものであるということはでき

ず、またその裁量権の行使が社会通念に照らして正当性又は妥当性を欠く

ということもできない。 

 

② これに対し、請求人は、「請求理由要旨①」及び「補充理由要旨①」の

とおり、敷地中央区道を廃止しないために費用が過大となり不要な公金支

出等を招いていると主張する。 

しかしながら、当該区道を存置させるか否かについての判断は、本庁舎

等の整備という目的のみならず、道路・建築・都市計画など、広く街づく

りや防災上の目的からの検討をも併せて行う必要があるところ、区は、防

災街区整備地区計画の地区防災施設の機能維持、接道する民有地の不利益

発生の防止、通り抜け機能のある道路を敷地の有効利用を図る目的で廃止

又は行き止まりの道路に変更することはしないとの点を総合的に判断し、

当該区道を廃止しないとの方針を定めたものであり、このような判断が全

く事実の基礎を欠き、若しくは重要な部分において事実の基礎を欠くか、

又は事実に対する評価が明白に合理性を欠くか、若しくは妥当性を欠くも

のということはできない。 

よって、請求人が「請求理由要旨①」及び「補充理由要旨①」において

主張する事実は、いずれも監査対象事項①の違法又は不当を基礎付けるも

のと認めることはできない。 

 

③ 次に、請求人は、「請求理由要旨②」及び「補充理由要旨②」において、

建築計画が建築基準関係規定に違反していると主張する。 

   しかしながら、建築計画は、東京都（建築主事）による審査により建築

基準関係規定に適合することが確認され、確認済証が交付されているので

あるから、係る建築計画を基に世田谷区本庁舎等整備工事に関する契約を

締結するという区長の判断が、全く事実の基礎を欠き、若しくは重要な部

分において事実の基礎を欠くか、又は事実に対する評価が明白に合理性を

欠くか、若しくは妥当性を欠くものということはできない。なお、請求人

が指摘する非常用エレベーターの乗降ロビーの設計仕様は、東京都（建築

主事）の指導に沿って変更されている。 
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   さらに請求人は、東京都（建築主事）による審査が違法かつ不当である

と主張するが、特段の事情がない限り、区長は計画通知に対する東京都

（建築主事）の審査が適法になされ、その結果として確認済証が交付され

たと判断することに合理性が認められるから、上記認定を覆すものではな

い。 

   加えて請求人は、「請求理由要旨②」において、当初設計によれば非常

用エレベーターの乗降口の床面に設置されている視覚障害者用誘導ブロッ

クが防火区画用のシャッターの作動によって遮断されることとなっていた

こと、係る設計が世田谷区ユニバーサルデザイン環境整備審議会に諮られ

ていないことを指摘し、建築計画が妥当性を欠き、世田谷区ユニバーサル

デザイン推進条例に照らして手続に重大な瑕疵があると主張する。 

   しかしながら、確認された事実によれば、前記のとおり非常用エレベー

ターの乗降ロビーの設計仕様が東京都（建築主事）の指導に沿って変更さ

れた結果、防火区画用のシャッターは設置されないこととなったこと、世

田谷区ユニバーサルデザイン推進条例は、届け出られた特定公共施設の新

設又は改修の計画を世田谷区ユニバーサルデザイン環境整備審議会におい

て調査審議すべきことを定めていないことが認められるから、区長による

上記判断を左右するものではない。 

   よって、請求人が「請求理由要旨②」及び「補充理由要旨②」において

主張する事実は、いずれも監査対象事項①の違法又は不当を基礎付けるも

のと認めることはできない。 

 

④ 次に、請求人は、「請求理由要旨③」により、新庁舎等整備計画を全館

免震構造とすることについての違法・不当を主張する。 

しかしながら、区では、様々な議論を経て策定した世田谷区本庁舎等整

備基本構想（平成２８年１２月）で、「大規模災害直後でも業務継続が可

能な庁舎へと機能強化を図る必要がある。」としており、免震構造を採用

することを基本としている。 

また、ＥＸＰ．Ｊの設置個所の検討や日本免震構造協会のガイドライン

を考慮して、ＥＸＰ．Ｊの目標性能の設定、性能に満足できる製品の選定、

要求性能に満足できることを試験などで確認することとしていること、ま

た、ＥＸＰ．Ｊの可動部分の識別ができる工夫や分かりやすい注意喚起の

方法など、誰もが安心して利用できるよう検討を行うなど、安全性につき

配慮を行っている。 

また、請求人は、地震発生後の多大な整備費用等発生について指摘する

が、必ずしも地震発生後の多大な費用が発生するとする事実は認められな

い。 

よって、来庁者・職員等の生命と身体の安全に支障のある計画を検討不

十分なまま進めており、工事費が節約できた可能性があるにもかかわらず、

不要な支出を伴う契約を締結したという事実も認められない。 

これらのことから、耐震安全性設計に関しての免震構造等の計画を基に

世田谷区本庁舎等整備工事に関する契約を締結するという区長の判断が、

全く事実の基礎を欠き、若しくは重要な部分において事実の基礎を欠くか、
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又は事実に対する評価が明白に合理性を欠くか、若しくは妥当性を欠くも

のということはできない。 

よって、請求人が「請求理由要旨③」において主張する事実は、いずれ

も監査対象事項①の違法又は不当を基礎付けるものと認めることはできな

い。 

 

⑤ 次に、請求人は、「請求理由要旨④」のとおり、区庁舎としての使いや

すさ・快適性・安全性などを有していない設計となっており、区役所庁舎

としての妥当性に欠ける不当なものであると主張する。 

しかしながら、区では、世田谷区ユニバーサルデザイン推進条例に関す

る事前相談や同条例第１４条の規定に基づく届け出は適正に行っており、

建築基準関係規定である世田谷区高齢者、障害者等が安全で安心して利用

しやすい建築物に関する条例（バリアフリー建築条例）のみでなく、世田

谷区ユニバーサルデザイン推進条例第１１条の整備基準（適合努力義務）

及び第１３条の２の遵守基準（遵守義務）のいずれの基準にも適合してい

ることが認められる。また、世田谷区本庁舎等整備工事に関する設計に係

る建築基準法第１８条第２項の計画の通知に対しては、同条第３項の規定

による東京都（建築主事）の確認済証が既に交付されていることから、本

件建築物は建築基準関係規定に適合していることが認められる。さらに世

田谷保健所については、執務室からの排気口を延長し、直接外部に排出す

るよう設計を当初の計画から変更しており、風環境への影響については、

設計段階で検討を行い既存建物と計画建物それぞれに対してシミュレーシ

ョンを行い比較した結果、歩行等に支障はないと考えているというのであ

るから、これら、区庁舎の設計仕様を基に世田谷区本庁舎等整備工事に関

する契約を締結するという区長の判断が、全く事実の基礎を欠き、若しく

は重要な部分において事実の基礎を欠くか、又は事実に対する評価が明白

に合理性を欠くか、若しくは妥当性を欠くものということはできない。 

よって、請求人が「請求理由要旨④」において主張する事実は、いずれ

も監査対象事項①の違法又は不当を基礎付けるものと認めることはできな

い。 

 

⑥ 次に、請求人は、「請求理由要旨⑤」のとおり、地域自治・地方分権の

趣旨に反する過大な本庁舎の規模であり、規模の適正化を行わなかったこ

とは不当であると主張する。 

しかしながら、区では、世田谷区本庁舎等整備工事に関する設計に係る

建築基準法第１８条第２項の計画通知に対して、同条第３項の規定による

東京都（建築主事）の確認済証が既に交付されていることから、本件建築

物は建築基準関係規定に適合していることが認められ、世田谷総合支所を

本庁舎内に置くこととするとの判断や、世田谷保健所を本庁舎内に設置す

ること及び旧保健センターの土地の売却等の判断については、世田谷区本

庁舎等整備基本構想のみならず、区の公共施設整備方針及び世田谷区公共

施設等総合管理計画などの諸計画に基づき行われていることが認められる

ことから、これらの計画を基に世田谷区本庁舎等整備工事に関する契約を
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締結するという区長の判断が、全く事実の基礎を欠き、若しくは重要な部

分において事実の基礎を欠くか、又は事実に対する評価が明白に合理性を

欠くか、若しくは妥当性を欠くものということはできない。 

よって、請求人が「請求理由要旨⑤」において主張する事実は、いずれ

も監査対象事項①の違法又は不当を基礎付けるものと認めることはできな

い。 

 

⑦ 次に、請求人は、「請求理由要旨⑥」のとおり、リングテラスについて、

主にユニバーサルデザインの観点から不要であると主張する。 

しかしながら、区では、世田谷区ユニバーサルデザイン推進条例に関す

る事前相談や同条例第１４条の規定に基づく届け出は適正に行われており、

建築基準関係規定である世田谷区高齢者、障害者等が安全で安心して利用

しやすい建築物に関する条例（バリアフリー建築条例）のみでなく、世田

谷区ユニバーサルデザイン推進条例第１１条の整備基準（適合努力義務）

及び第１３条の２の遵守基準（遵守義務）のいずれの基準にも適合してお

り、世田谷区本庁舎等整備工事に関する設計に係る建築基準法第１８条第

２項の計画通知に対しては、同条第３項の規定による東京都（建築主事）

の確認済証が既に交付されていることから、本件建築物は建築基準関係規

定に適合していることが認められる。また、ＥＸＰ．Ｊについては、設置

個所の検討や日本免震構造協会のガイドラインを考慮して、ＥＸＰ．Ｊの

目標性能の設定、性能に満足できる製品の選定、要求性能に満足できるこ

とを試験などで確認することとしていること、また、ＥＸＰ．Ｊの可動部

分の識別ができる工夫や分かりやすい注意喚起の方法など、誰もが安心し

て利用できるよう検討を行うなど、安全性につき配慮を行っており、これ

ら、区庁舎の設計仕様を基に世田谷区本庁舎等整備工事に関する契約を締

結するという区長の判断が、全く事実の基礎を欠き、若しくは重要な部分

において事実の基礎を欠くか、又は事実に対する評価が明白に合理性を欠

くか、若しくは妥当性を欠くものということはできない。 

よって、請求人が「請求理由要旨⑥」において主張する事実は、いずれ

も監査対象事項①の違法又は不当を基礎付けるものと認めることはできな

い。 

 

⑧ 次に、請求人は、「請求理由要旨⑦」のとおり、世田谷区が提唱してい

る「世田谷みどり３３」施策との不整合は、世田谷みどり３３計画を積極

的に推進するべき主体である区としての責務を十分に果たしているとは言

えず不当であると主張する。 

しかしながら、区では、世田谷区本庁舎等整備の計画において、緑化率

について、建築関係法令である都市緑地法に基づき都市計画として定めら

れている２０％の基準だけではなく、世田谷区みどりの基本条例に基づき

求められる２８％の基準を満たす、敷地全体で３５％以上の緑化率として

いることが認められる。また、ケヤキの木については、世田谷区みどりの

基本条例に基づく樹木の伐採の届け出をしており、残存させることが困難

なものや移植の難しいものを伐採し、新たなケヤキを植えることを予定し
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ているのであるから、これらの緑化等の計画を基に世田谷区本庁舎等整備

工事に関する契約を締結するという区長の判断が、全く事実の基礎を欠き、

若しくは重要な部分において事実の基礎を欠くか、又は事実に対する評価

が明白に合理性を欠くか、若しくは妥当性を欠くものということはできな

い。 

よって、請求人が「請求理由要旨⑦」において主張する事実は、いずれ

も監査対象事項①の違法又は不当を基礎付けるものと認めることはできな

い。 

 

⑨ 次に、請求人は、「請求理由要旨⑧」及び「補充理由要旨⑧」のとおり、

景観法及び世田谷区風景づくり条例に違反していると主張する。 

しかしながら、区では、建物の上階をセットバックするなどによる周辺

の建築群のスカイラインとの調和に配慮し、接道部には歩道状空地を整備

して周辺歩道との連続性に配慮したゆとりのある歩行空間を形成すること

としている。また、現庁舎等の特徴である区民会館ホールの折板状の外壁

を保存・改修するなど現庁舎の空間特質を継承し、外構計画で地域風景資

産の一部となっている区民会館東側のケヤキ並木を極力保存し、やむを得

ず伐採する部分はケヤキを新植してみどりを北側へ延伸、区民会館南側の

水景の再整備など、現庁舎の景観を保存、発展させて、場所の記憶をつな

ぎ新たな風景の魅力を創出する計画とすることにより、世田谷区風景づく

り計画に定める、理念・方向性、方針、基準に即しているというのである

から、条例の理念に反するとは認められない。 

また、請求人が陳述で主張した「世田谷区庁舎のケヤキ並木が作る広場

の風景」は平成２５年度に世田谷区風景づくり条例第１３条に規定する地

域風景資産に選定されているが、風景づくり計画第９章「協働による風景

づくり」では「地域風景資産の選定は、風景に優劣をつけることや、制限

を加え保存することが目的ではありません。」と記載されており、選定の

背景として、「改築の検討が進められている中（平成２５年度時点）、広

場やケヤキ並木の配置が変わることも認識した上で、広場空間の風景の価

値・魅力を伝えていきたいというものである。」と区のホームページで紹

介されていることが認められる。 

なお、同条例第１４条で「前条第 1項の規定により選定した地域風景資

産のうち、風景づくりの推進に寄与すると認められるものについて登録す

ることができる」とされているが、その登録がなされていないことから、

同条例第１５条の「資産活用指針」や同条例第１６条の「維持管理」の規

定が適用されるものではない。 

さらに、請求人は、景観法・世田谷区風景づくり条例違反に関連して、

本件建築計画は世田谷区街づくり条例が規定する手続きに違反していると

陳述補足しているが、同条例の手続きについては、これまでの区民及び周

辺住民への世田谷区本庁舎等整備に係る説明会の開催状況に鑑み、同条例

第４１条第２項第２号の規定を適用し、同条例第３６条の周辺住民への説

明会等を行わないことの意思決定をした上で、「建築構想手続完了通知書」

が交付されていることが認められ、条例の手続上、違法な点は認められな
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い。 

よって、これら景観法及び世田谷区風景づくり条例並びに世田谷区街づ

くり条例に関しての手続きを踏まえて世田谷区本庁舎等整備工事に関する

契約を締結するという区長の判断が、全く事実の基礎を欠き、若しくは重

要な部分において事実の基礎を欠くか、又は事実に対する評価が明白に合

理性を欠くか、若しくは妥当性を欠くものということはできない。 

よって、請求人が「請求理由要旨⑧」及び「補充理由要旨⑧」において

主張する事実は、いずれも監査対象事項①の違法又は不当を基礎付けるも

のと認めることはできない。 

 

⑩ 次に、請求人は、「請求理由要旨⑨」のとおり、世田谷区の有する貴重

な文化財の解体は不当であると主張する。 

しかしながら、区では、平成２８年１２月に作成された「世田谷区本庁

舎等整備基本構想」の五つの基本的方針の中の「区民自治と協働・交流の

拠点としての庁舎」で、「区民自治・交流を育んできた現庁舎等の空間特

質の継承」を掲げ、「本庁舎、区民会館、広場等の空間特質をできるだけ

継承し、これからも区民自治・交流の拠点として区民に愛される庁舎を目

指していく。」としており、現庁舎等の特徴である区民会館ホールの折板

状の外壁を保存・改修し、東側の世田谷区役所通りのケヤキ並木からピロ

ティを通じで広場に至るアプローチ動線、広場を囲んだ庁舎の配置、広場

の舗装パターンの復元、広場と区民交流（区民会館、区民交流スペース）

のつながりを意識した配置などの計画としているというのであるから、こ

れら、区庁舎の設計仕様を基に世田谷区本庁舎等整備工事に関する契約を

締結するという区長の判断が、全く事実の基礎を欠き、若しくは重要な部

分において事実の基礎を欠くか、又は事実に対する評価が明白に合理性を

欠くか、若しくは妥当性を欠くものということはできない。 

よって、請求人が「請求理由要旨⑨」において主張する事実は、いずれ

も監査対象事項①の違法又は不当を基礎付けるものと認めることはできな

い。 

 

⑪ 次に、請求人は、「請求理由要旨⑩」のとおり、世田谷区本庁舎等整備

基本設計業務委託公募型プロポーザルにおける設計者選定プロセスの瑕疵

は、妥当性を欠き不当であると主張する。 

しかしながら、区では、設計者選定プロポーザルについて、選定委員会

の委員の氏名、事業者の選定理由、選定方法・選定基準などその手続きを

区議会の特別委員会で報告することや、区のホームページなどで明らかに

した上でこれを進めていると認められることから、これらの設計者選定等

を経て世田谷区本庁舎等整備工事に関する契約を締結するという区長の判

断が、全く事実の基礎を欠き、若しくは重要な部分において事実の基礎を

欠くか、又は事実に対する評価が明白に合理性を欠くか、若しくは妥当性

を欠くものということはできない。 

よって、請求人が「請求理由要旨⑩」において主張する事実は、いずれ

も監査対象事項①の違法又は不当を基礎付けるものと認めることはできな
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い。 

 

⑫ 次に、請求人は、「請求理由要旨⑪」及び「補充理由要旨⑪」のとおり、

世田谷区本庁舎等整備に関する「調査・設計費」の増額変更の根拠が曖昧

であり増額費用を支出することは不当であると主張する。 

しかしながら、区では、令和元年９月４日に開催された区議会の特別委

員会で基本設計からの変更について報告する中で調査・設計費（８億円か

ら１０億円に変更）、工法変更、工期変更について報告しており、調査・

設計費の増額理由は、実施設計段階で建築規模、構造が確定したことによ

る再計算した結果で、令和元年６・７月に実施したサウンディング調査の

結果を踏まえ、資材調達の困難、建設業における働き方改革に伴う影響を

考慮し工法、工期を変更したというのであるから、これらの調査・設計の

手続きを経て世田谷区本庁舎等整備工事に関する契約を締結するという区

長の判断が、全く事実の基礎を欠き、若しくは重要な部分において事実の

基礎を欠くか、又は事実に対する評価が明白に合理性を欠くか、若しくは

妥当性を欠くものということはできない。 

よって、請求人が「請求理由要旨⑪」において主張する事実は、いずれ

も監査対象事項①の違法又は不当を基礎付けるものと認めることはできな

い。 

 

⑬ 以上のことから、監査対象事項①が、違法又は不当な財務会計上の行為

と認めることはできない。 

 

 （４）監査対象事項③について 

① 前記「第２ 監査の実施 ４ 監査対象部の見解」によれば、区長は、

ノバビル敷地を計画敷地に含めることで、日影規制の影響等が低減し、西

棟の建物形状が整形となることから、西棟の建物規模の拡張が可能となり、

区民対応窓口部署を効率的に配置することができ、区民サービスの向上を

図ることが可能となるとの判断から、前記検討結果及び区議会における議

論を踏まえ、ノバビル敷地を目的とする借地契約を締結したものであって、

このような判断が、全く事実の基礎を欠き、若しくは重要な部分において

事実の基礎を欠くか、又は事実に対する評価が明白に合理性を欠くか、若

しくは妥当性を欠くものであって、区長がその裁量権の範囲を逸脱し又は

その濫用をしたものであるということはできず、またその裁量権の行使が

社会通念に照らして正当性又は妥当性を欠くということもできない。 

 

② これに対し、請求人は、「請求理由要旨①」及び「補充理由要旨①」に

おいて、敷地中央の区道を廃止することにより、ノバビル敷地を目的とす

る借地契約を締結する必要が無くなると主張するが、既に述べたとおり、

区長は防災街区整備地区計画の地区防災施設の機能維持等の理由から当該

区道を廃止しないとの方針を決定したというのであって、かかる判断が、

全く事実の基礎を欠き、若しくは重要な部分において事実の基礎を欠くか、

又は事実に対する評価が明白に合理性を欠くか、若しくは妥当性を欠くも
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のと認めることはできない。 

     さらに請求人は、「補充理由要旨①」において、契約の締結が議会での

説明を経ずに独善的に決定されている、ノバビル敷地の計画用地編入によ

り日影が伸びていると主張するが、土地賃貸借契約は所定の手続を経て締

結されており、またノバビル敷地の計画用地編入後の建築計画は東京都

（建築主事）による審査の結果、建築基準関係規定に適合することが認め

られ確認済証が交付されているのであるから、区長による上記判断を左右

するものではない。 

     よって、請求人が「請求理由要旨①」及び「補充理由要旨①」において

主張する事実は、いずれも監査対象事項③の違法又は不当を基礎付けるも

のと認めることはできない。 

 

③ 以上のことから、監査対象事項③が、違法又は不当な財務会計上の行為

と認めることはできない。 

 

（５）以上のことから、本件請求に理由がないと判断した。 

 

３ 意 見 

   監査委員の判断は以上のとおりであるが、本庁舎等整備の工事は大規模かつ

長期に渡るものであることから、工事の実施にあたっては、周辺住民への説明

等を丁寧に行いながら事業実施にあたられたい。 

 

 

添付 

（別紙）世田谷区職員措置請求書 

（別紙）事実証明書 

・【証１－１】道路を廃止した場合の断面イメージ図（西棟）等(※) 

・【証１－２】敷地中央区道の必要性について区が主張する３つの理由

の矛盾(※) 

     ・【証１－３】「災害時の庁舎利用」図面等(※) 

     ・【証１－４】「『世田谷区本庁舎等整備実施設計概要』に追記」図面

等(※) 

・【証１－５】「東棟・西棟で重複する電気室/機械室等について」図

面(※) 

・【証１－６】中央道路の廃道について(※) 

・【証２－１】非常用エレベーターの附室（乗降ロビー）について(※) 

・【証２－２】「西棟３階非常用ＥＶホール（乗降ロビー）周り（４～

５階もほぼ同じプラン）」図面等、新本庁舎非常用エレ

ベーター乗降ロビー（附室）の法的合理性について(※) 

・【証３－１】免震構造について(※) 

・【証３－２－１】中埜良昭教授意見書(※) 

・【証３－２－２】室内のＥＸＰ.Ｊの例(※) 

・【証３－３】被災後のエキスパンションジョイントについて(※) 
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・【証３－４】「実施設計図・ＥＸＰ.Ｊ １階キープランに加筆」図面

等(※) 

・【証４－１】庁舎設計の瑕疵１(※) 

・【証４－２】庁舎設計の瑕疵２(※) 

・【証４－３】庁舎設計の瑕疵３(※) 

・【証４－４】庁舎設計の瑕疵４(※) 

・【証４－５】風害について(※) 

・【証５－１】本庁舎の規模１(※) 

・【証５－２】本庁舎の規模２(※) 

・【証６－１】リングテラスの問題点１(※) 

・【証６－２】リングテラスの問題点２(※) 

・【証６－３】リングテラスの問題点３(※) 

・【証６－４】世田谷リング会議の経緯(※) 

・【証８－１】「新庁舎の完成イメージ」画像等(※) 

・【証８－２】「東側けやき広場から」画像等(※) 

・【証９－１－１】世田谷区民会館および第一庁舎の保存活用に関する

要望書(※) 

・【証９－１－２】世田谷区民会館および第一庁舎の保存活用に関する   

要望書（２ページ目）(※) 

・【証９－１－３】世田谷区民会館および第一庁舎の保存活用に関する

要望書（３ページ目）(※) 

・【証９－２－１】世田谷区第一庁舎区民会館 再生活用に関する要望

書(※) 

・【証９－２－２】世田谷区第一庁舎区民会館 再生活用に関する要望

書（２ページ目）(※) 

・【証９－３－１】「建設工業新聞記事（２０１７年２月３日）」(※) 

・【証９－３－２】「日本経済新聞記事（２０１７年２月２５日）」等 

         (※) 

・【証９－４－１】近代建築ツーリズムネットワークの設立と課題(※) 

・【証９－４－２】近代建築ツーリズムネットワークの設立と課題（２

ページ目）(※) 

・【証１０－１】本庁舎設計者選定と設計内容の検証(※) 

・【証１０－２】本庁舎設計内容の検証(※) 

・【証１１－１】地方分権・本庁舎整備対策等特別委員会（令和元年９

月４日開催）(※) 

・世田谷区民会館・区庁舎の建築と広場 保存再生に向けた活動の記録 

(※) 

（別紙）新庁舎等整備事業に関する世田谷区職員措置請求書（補完）（令和３年

６月３日提出） 

（別紙）事実証明書 

・【補・証１－７】ノバビル用地の借用について（※） 

     ・【補・証２－３】監査請求書【証２－１】より（※） 

     ・【補・証２－４】監査請求書【証２－２】より（※） 
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・【補・証２－５】計画通知 付属図面 西側断面図（１）（説明用に

加筆）（※） 

・【補・証２－６】計画通知 付属図面 配置図（説明用に加筆）（※） 

     ・【補・証１１－２】国土交通省ホームページ「地方公共団体等におけ

るＣＭ方式活用事例集」（※） 

（別紙）新庁舎等整備事業に関する世田谷区職員措置請求書（補完２）（令和３

年６月１１日提出） 

（別紙）事実証明書 

     ・別添資料１ 意見交換会の開催要請に対する区の回答文書（令和元年

７月２３日付け）（※） 

     ・別添資料２ 意見交換会の開催要請文書（平成３１年３月１８日付け）

（※） 

     ・別添資料３ 同上（平成３１年４月２６日付け）（※） 

・別添資料４ 意見交換会の開催要請メール（２０１９年６月１３日付

け）（※） 

・別添資料５ 意見交換会の開催要請に対する区の回答文書（平成３１

年４月５日付け）（※） 

・別添資料６ 意見交換会とは（※） 

・別添資料７ 区民の声に対する区の回答文書 （令和３年６月７日付

け）（※） 

・【補・証８－３】計画通知 断面図等（※） 

 

 

なお、（※）を付したものについては、添付は省略した。 

 

 




























































